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1. 原子力規制庁 地震・津波研究部門の研究概要

2011年東北地方太平洋沖地震では、地震後の津波により福島第一原子力発電所
が重大な事故に至った。
このような外部事象（地震・地震動、津波、火山等）の発生及びそれによる原

子力発電所のリスクの存在を認識し、外部事象に対して安全性を確保することが
必要である。
地震・津波研究部門では、原子力施設の耐震・耐津波等に係わる評価手法及び

関連基準類の整備などに資するため、外部事象に関する評価（ハザード分野）と
その影響を受ける地盤・建屋・機器等の構造健全性評価（フラジリティ分野）に
関する調査及び研究を行っている。
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研究実施項目、研究成果の主な活用先

〇ハザード分野
(1) 震源近傍の地震ハザード評価手法の高度化に関する研究（令和２年度～５年度）

(2) 津波評価手法及び既往津波の波源推定に関する研究（令和３年度～６年度）

(3) 断層の活動性評価に関する研究（令和２年度～５年度）

(4) 大規模噴火プロセス等の知見の蓄積に係る研究（令和元年度～５年度）

〇フラジリティ分野

(1) 地震に対するフラジリティ評価手法の高度化の検討（令和３年度～６年度）

(2) 津波に対するフラジリティ評価手法の高度化の検討（令和３年度～６年度）

(3) 飛翔体等の衝突に対する衝撃評価手法の高度化の検討（令和３年度～６年度）

○「設置（変更）許可申請」及び「設計及び工
事の計画の認可申請」に係る審査における
基礎データ及び判断根拠等として活用

○耐震/耐津波設計・評価分野における日本
の技術的優位性を維持・拡大

○原子力プラントの耐震・耐津波等に係る審
査にあたって、国際的に遜色がない審査レ
ベルの維持・発展

①規制基準、審査ガイド等への反映

②NRA技術報告の公開

③学会論文等による情報発信

④海外への情報発信

地震・津波研究部門の研究実施項目

研究成果の主な活用先
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研究成果の紹介

原子炉施設の建屋三次元地震時挙動の精緻な推定に資する影響因子の分析とその
モデル化に関する検討（令和３年３月）

 原子炉建屋の三次元FEMモデルに関する各種モデル化因子が地震応答解析結果に与
える影響について文献調査等を行い、着目すべきモデル化因子を同定した。

 さらに、原子炉建屋の三次元FEMモデルを作成し、同定したモデル化因子に対して基準
地震動Ssに相当する検討用の地震動を入力とした感度解析を行い、建屋の耐震安全
性及び床応答に与える影響を検討した。

 そして、モデル作成の対象とした原子炉建屋で観測された地震記録を用いて再現解析
を行い、モデル化手法の妥当性を確認するとともに、建屋地震時挙動の精緻な推定に
資する技術的知見を取得した。
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※ 本検討の一部は、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構に委託して実施した。

図３ 原子炉建屋の三次元

FEMモデルの例 図４ 解析結果の例

最大応答加速度分布 床応答スペクトル

図５ NRA技術

報告表紙
1)

1)

（基礎－底面地盤間）
完全固着：基礎浮き
上がりは考慮しない。

（地下外壁－側面地盤間）

完全固着：滑りは考慮しな
い。

（材料物性）
RC材料及びS材料は
弾性。
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2. 原子力施設耐震評価用モデルの妥当性確認に関する研究

背景
・新規制基準において、地震等の外部事象評価が厳格化され、リスク評価を含めた安全性
向上評価に関する運用ガイドが施行されている。
・リスク評価においては、現実的応答及び耐力評価が重要であり、重要機器への入力動を
評価できる建屋の三次元耐震解析手法の活用が期待されている。
・三次元耐震解析手法の活用に向けては、実測データによる三次元耐震評価モデルのモ
デル化手法の妥当性確認が重要であり、柏崎刈羽原子力発電所をモデルにベンチマーク
解析を行う「Kashiwazaki-Kariwa Research Initiative for Seismic Margin Assessment
(KARISMAベンチマーク解析、図６)」等、今までに数多くの検討が実施されている。

課題
・上下応答を含む三次元応答という観点では、観測記録と解析結果にずれが見られる。
・公開情報によるモデル化ではプラントの詳細情報が不足しており、三次元耐震評価モデ
ルによる観測記録の再現性を向上させるには限界がある。
・通常のプラントでは加速度計の数が少なく、三次元耐震評価モデルのモデル化手法の妥
当性確認に必要な床及び壁の詳細な観測記録が不足している。

図６ KARISMAベンチマーク解析で作成された三次元FEMモデルの例
2)
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2. 原子力施設耐震評価用モデルの妥当性確認に関する研究

目的
・JAEAとの共同研究として、高温工学試験研究炉
（HTTR）（図７）を対象に地震等計測システムを
整備拡充（図８）し、建屋全体の応答挙動に加え、
床及び壁の局所的な応答を確認する。
→

図７ 高温工学試験研究炉（HTTR）
3)

図８ 計測システムの概要
4)

常設型及び可搬型の加速度計を増設すること
で、従来の研究より多くの点で計測を行い、建
屋の地震時応答特性を詳細に把握する。
また、人工波送信装置を導入することで、従来
の研究ではあまり検討していなかった床及び壁
の局所的な応答を計測し、建屋の精緻な挙動を
解明する。

図面の確認や現地調査によって、細部ま
で再現した三次元耐震評価モデルを作成
することで、従来の研究ではモデルに十分
反映されていない雑壁や小梁等が解析結
果に及ぼす影響を検討する。

・得られた地震観測記録等の実測データに基
づき、三次元耐震評価モデルのモデル化手
法の妥当性を確認する。
→

人工波
送信装置
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研究内容、研究目標及び成果の活用先

（１） 計測システムの整備
新たに加速度計を追加して自然地震を観測するとともに、任意の周波数帯で人工波を

送信できる人工波送信装置を設置し、能動的な計測が可能なシステム（ACROSS ）を
整備する。
（２） 実測データの取得及び分析

整備した計測システムを活用し、実測データの取得及び分析に基づいた振動特
性の同定を行う。
（３） 実測データを活用した耐震評価モデルの高度化

HTTRの三次元耐震評価モデルを構築し、（２）で同定した振動特性を反映してモデル
を改善し、地震観測記録との比較により三次元耐震評価モデルのモデル化手法の妥当
性を確認する（図９参照）。

上記の検討をもとに三次元耐震評価モデ
ルのモデル化手法に係る知見を蓄積し、三
次元耐震解析手法での観測記録の再現性
向上を目標とする。

本研究の成果は、審査において三次元耐
震評価モデルの妥当性を確認する際の判
断材料としての活用が期待される。 図９ 三次元耐震評価モデルの例

※1

※1：ACROSSは、送信装置（人工波送信装置、電力増幅器等）及び受信装置
（加速度計、収録装置等）から構成される計測システム全体を指す。

5)
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全体工程

実施項目 R1 R2 R3

・成果報告書作成

・新設加速度計を含めた地震観測記録の取得

・ACROSSを用いた計測

・解析モデルの構築

公表済み＝今回の発表範囲

（２）実測データの取得及び
分析

（３）実測データを活用した
三次元耐震評価
モデルの高度化

・地震観測記録、計測記録の分析
→建屋全体の応答及び
床・壁の局所応答の把握

・観測記録と解析結果の比較
→耐震評価モデルの妥当性確認

・据付型加速度計の追加
・モバイル型加速度計の追加

（１）計測システムの整備

まとめ

・地震観測記録の取得

・解析モデルの改良・従来の解析モデルと
図面情報の
比較及び整理

・据付型加速度計の設置
・モバイル型加速度計の導入
・人工波送信装置の設置

・既往観測記録の分析
→建屋の全体的な振動特性の
把握

表１ 共同研究全体工程表
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（１） 計測システムの整備

解析対象とするHTTRには、既存の加速度計
として、建屋（地下を中心）に12箇所、地中に9
箇所の計21箇所設置されていた。
本研究では、建屋の地震時応答特性をより詳
細に把握するため、加速度計の追加（計38箇
所に増設）やACROSSの設置により、大規模な
計測システムを整備した。

 地上階及び屋上に常設加速度計を設置し、
建屋全体の応答特性の把握を可能とした。
また、建屋周辺の地盤の応答を計測するた
め、地表面にも常設加速度計を設置した
（図１０）。

 可搬型のモバイル型加速度計（図１１）を導
入した。上記の常設加速度計と組み合わせ
て、任意の位置での計測を可能とした。

 人工波送信装置（図１２）を導入し、任意の
周波数（または振動数）、振幅における振動
計測を可能とした。人工波送信装置とモバイ
ル型加速度計を組み合わせることで、床中
央等で生じる局所的な応答を計測できる。

図１１ モバイル型
加速度計
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(a) 建屋立面図 (b) 建屋平面図
図１０ 計測システムの概要

図１２ 人工波送信装置
の振動発生機
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※UT1～UT10：既存の加速度計
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（２） 実測データの取得及び分析（１／３）

本研究で整備した計測システムを用いて、計72デ
ータ（地震観測記録39回、人工波33回（R3年7月時
点））取得している。
まずは、東北地方太平洋沖地震本震（以降「3.11本
震」という。）を含む代表的な既存観測記録9波を選
定し、基礎に対するフーリエ振幅比や振動モードとい
った建屋の基本的な振動特性を分析した。

 基礎に対するフーリエ振幅比のピーク値から建屋
の固有振動数を求めた（図１３）。図中の●は、フ
ーリエ振幅比から求めた固有振動数を表す。

 固有振動数と地震の入力加速度の大きさとの関
係を整理した（図１４及び図１５）。

 4Hz、7Hz及び10Hz近傍をフーリエ振幅比のピ
ークに選定し、建屋の固有振動数とした。

 4Hz近傍では、地震の入力加速度が大きくな
るほど固有振動数が低下した。

 7Hz及び10Hz近傍では、地震の入力加速度の
大きさによらず固有振動数はほぼ一定であっ
た。

図１３ 基礎に対するフーリエ振幅比
（３．１１本震、NS方向）
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（２） 実測データの取得及び分析（２／３）

① 水平動による基礎変位（水平変位）：基礎上に設置され
た加速度計（UT1, UT2, UT9）の水平方向変位を、水平
変位とする。

② 剛体回転による変位（回転変位）：基礎上の２つの加速
度計（NS方向の場合はUT1及びUT2、EW方向の場合
はUT3及びUT4（図１８参照））の鉛直方向変位の差か
ら求めた回転角θと、各加速度計の高さhiをかけて回
転変位を求める（＝θ×hi）。

③ 建屋自体の変形による変位：水平方向変位から①水平
変位と②回転変位を引き、建屋自体の変形による変位
を求める。

図１６ 水平方向変位の成分分解

①水平変位 ②回転変位
③建屋自体の
変形による変位

建屋の振動モードの分析にあたって、水平方向変位を以下
の３つの変位成分に分解した（図１６及び図１７）。

図１７ 成分分解の概略図
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（２） 実測データの取得及び分析（３／３）

 それぞれの固有振動数における基礎
に対する相対変位、②回転変位及び
③建屋自体の変形による変位の変形
モード図を作成した（図１９）。

 地中の加速度計（図２０）を用いて地
盤記録のフーリエ振幅比及び振動モ
ードを分析し、建屋の応答特性に及
ぼす影響を検討した。

 これらの振動特性をモデルに反映し、
モデルの改善を図る予定である。

 4Hz近傍では、②回転変位と③
建屋自体の変形による変位がほ
ぼ１：１となった。

 10Hz近傍では、②回転変位はほ
とんどなく、③建屋自体の変形
による変位が支配的となった。
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 4Hz近傍において、建屋の基礎
位置である-30mより浅い表層で
大きな変位が生じた （図２１）。

図１９ 建屋の変形モード図（３．１１本震、NS方向）
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まとめ

（１） 計測システムの整備
建屋の地震時応答特性をより詳細に把握するため、大規模な計測システムを整備した。
 常設加速度計やモバイル型加速度計を追加した。
 人工波送信装置を導入し、自然地震に加え、能動的に人工波を計測できるシステムを整
備した。

 今後、地盤と建屋の相互作用の把握に向けた計測システムの整備・拡充を進める。

（２） 実測データの取得及び分析
地震時における建屋の振動特性を把握するため、取得された地震観測記録をもとに固有
振動数や振動モードといった地震時応答を分析した。
 4Hz近傍の振動数は入力が大きいほど小さくなり、回転変位による変形の割合が大きい
一方、10Hz近傍の振動数は入力によらずほぼ一定で、建屋自体の変形が支配的である、
といった地震時における建屋の応答特性を解明した。

 現在、整備した計測システムによって取得された地震観測記録及び人工波送信装置によ
る計測記録をもとに建屋の振動特性の分析を進めている。

（３） 実測データを活用した耐震評価モデルの高度化
 対象であるHTTR建家の三次元耐震評価モデルの構築を進めている。今後、（２）で得られ
た振動特性を反映してモデルを改良し、地震観測記録の再現解析を行い、解析結果と観
測記録を比較することで、三次元耐震評価モデルのモデル化手法の妥当性を確認する。
これらの検討結果を踏まえて、三次元耐震評価モデルの精緻化に係る知見を整理する。
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